
●迅速な伝達体制の構築

　防災行政無線の整備

  　・・・市町村防災行政無線（同報系）の整備率　約4割

●情報伝達における多ルート化

　電子メールや広報車、消防団等、自治会等の連絡網

　などの活用

●停電に備えての非常用電源の確保

ふくおかコミュニティ無線

◎「ふくおかコミュニティ無線」の整備促進など通信の確保
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〈平素において〉

〈有事において〉

●事態認定前の初動体制として「国民保護対策準備室（仮称）」の設置と

  「福岡県危機管理調整センター」の併設

●避難の方法の基本的考え方を提示

●大都市、離島等における住民の避難に係る留意事項を記述

● 具体的な事態例について一連の流れを説明（弾道ミサイル攻撃、列車等の爆破）

〈その他〉

①大規模集客施設等に対する警報の伝達や避難の指示などの情報の伝達方法　②多数の住民の避難誘導

③避難施設の指定及び運営　④救援物資や医療の提供　⑤消防の広域応援　など

●事態の発生において、住民に安全な地域に避難してもらうためには、警報や避難の指示を的確かつ迅速に伝達することが最も重要です。

●このため、非常通信体制の整備等の通信の確保が必要となります。

ＭＣＡシステムを活用した「ふくおかコミュニティ無線」の整備促進

●複数の相手方に一斉に通報できるＭＣＡシステムの特徴を活か

  した同報系通信システム

●汎用品を使用するため、安価な整備が可能

※ＭＣＡシステムとは…

通信の確保の重要性

通信の確保のためには

◎指定都市との連携（連絡組織の設置）

●このため、福岡県、福岡市及び北九州市で、平素における連絡組織を設置し、以下の事項について緊密な連携を図ります。

◎事態認定前の初動体制として「国民保護対策準備室（仮称） 」の設置と「危機管理調整センター」の併設

○県 

○県警察  

○自衛隊（陸・海・空）   

○海上保安本部

　　　

○事案の発生に係る関係機関との間の

　情報収集・提供

○被害の最小化を図るための措置

○関係機関相互の初動における

　事態の情報共有

○対応の迅速化を図るための

　関係機関相互の調整

※必要に応じて、県に設置

※地理的条件や地域の交通事情等により、原則によらない避難の方法を指示する場合があります。

●また、関係機関の横断的協力が必要であると知事が判断した場合、「危機管理調整センター」を併せて設置します。

●国が行う武力攻撃事態等の認定の前に、県内や九州・山口各県などで多数の人を殺傷する行為等の発生を把握した場合、または国の事態認定

　が行われたものの、国から本県に対して対策本部設置の指定がない場合に、「国民保護対策準備室（仮称）」を速やかに設置します。

◎「国民保護対策準備室」（仮称）から国民保護対策本部への移行

会議出席

情報提供

連絡調整

把　握

国による事態認定、

国民保護対策本部設置の指定

国民保護対策準備室（仮称）の設置

事案の発生（事態の認定前）

体 制 の 切 替

国民保護対策本部の設置

○県、市町村、関係指定（地方）公共機関の総合調整

通　知

危機管理調整センターの設置

自衛隊（防衛省）、指定行政機関、指定地方行政

機関、指定公共機関、指定地方公共機関

迅速な情報収集･調整

移　行

職員派遣

要請

有事において

平素において

1.　屋内への避難（退避）

○弾道ミサイル攻撃やゲリラ・特殊部隊による攻撃、航空攻撃においては、

　近隣のコンクリート造り等の堅ろうな建築物、地下街等の地下施設など

　の施設に一時避難（退避）

○その後、事態の推移、被害の状況により安全な地域に避難 

○また、ＮＢＣ※を使用した攻撃においても、一時避難は重要

避難施設

避難（退避） 避難（退避）

2.　同一市町村内での避難
○避難施設まで原則として徒歩等により移動

要避難地域

避難住民
徒歩

避難先地域

避難施設

避難施設

3.　市町村の区域を越える避難
○あらかじめ指定された集合場所まで原則として徒歩等により移動

○避難先地域の避難施設までバス等により移動

要避難地域の市町村

集合場所

徒歩

徒歩

バス等

 避難先地域の市町村

避難施設

避難住民

○○公民館

屋外拡声子局

○まず、集合場所に自家用車等により移動させ、次に、事前に把握し

　ている災害時要援護者の状況に応じて、以下のいずれかの方法に

　より、避難施設に移動

4.　災害時要援護者の避難

要避難地域の市町村

災害時要援護者

そのまま自家用車等で

乗り換えて
バス等で

避難先地域の市町村

一定の周波数を多数の利用者で共同で利用するＭＣＡ方式（Multi-

Channel Access System）を採用した業務用無線システム。運

送業、タクシー等の陸上移動通信分野で広く利用されています。

関係機関

●2つの指定都市は、特に人口集積が高く、大規模集客施設や大規模集合住宅などが多数存在し、九州における交通ネットワークの結節点を有

　しています。また、両市は、消防・救急について高度な対処能力、資機材を有しています。

●知事は、避難の指示、緊急通報の発令、避難住民等の救援、避難施設の指定などの国民保護措置を行うこととなっていますが、このうち、避難

　住民等の救援、避難施設の指定などに関する措置については、大都市特例により、指定都市の長が措置を行います。

●指定都市との連携（連絡組織の設置）

●「ふくおかコミュニティ無線」の整備促進など通信の確保

避難指示・救援等の国民保護措置の実施（知事）

◎避難方法の基本的考え方

福岡県国民保護計画のポイント

【構成】 【業務】

集合場所

MCA制御局

（移動無線センター設置）

市町村役場

※ＮＢＣとは核・生物・化学兵器の略称


